
１．貯金に関する指標

(1）科目別貯金平均残高 （単位：百万円、％）

種　　　　類 令和３年度 令和４年度 増　　減

流 動 性 貯 金 24,729 (1.2) 26,214 (1.3) 1,484
定 期 性 貯 金 2,011,926 (97.6) 1,948,596 (97.4) △ 63,329
そ の 他 の 貯 金 1,339 (0.1) 1,358 (0.1) 19

小　　　��計 2,037,994 (98.8) 1,976,169 (98.8) △ 61,825
譲 渡 性 貯 金 23,740 (1.2) 24,704 (1.2) 964

合　　　��計 2,061,735 (100.0) 2,000,873 (100.0) △ 60,861
（注）１．流動性貯金＝当座貯金＋普通貯金＋貯蓄貯金＋通知貯金
　　 ２．定期性貯金＝定期貯金＋積立定期貯金
　　 ３．（　）内は構成比です。

(2）定期貯金残高 （単位：百万円、％）

種　　　　類 令和３年度 令和４年度 増　減

定 期 貯 金 1,953,335 (100.0) 1,904,161 (100.0) △ 49,173
う ち 　 固 定 金 利 定 期 1,953,335 (100.0) 1,904,161 (100.0) △ 49,173
う ち 　 変 動 金 利 定 期 － (-) - (-) －

（注）１．固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金
　　 ２．変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金
　　 ３．（　）内は構成比です。

２．貸出金等に関する指標

(1）科目別貸出金平均残高 （単位：百万円）

種　　　　類 令和３年度 令和４年度 増  減

手 形 貸 付 740 860 119
証 書 貸 付 254,117 257,162 3,044
当 座 貸 越 14,290 14,798 507
割 引 手 形 61 26 △ 35

合　　　��計 269,210 272,846 3,636

(2）貸出金の金利条件別内訳残高 （単位：百万円、％）

種　　　　類 令和３年度 令和４年度 増  減

固 定 金 利 貸 出 189,648 (70.9) 187,673 (70.9) △ 1,974
変 動 金 利 貸 出 77,727 (29.1) 77,106 (29.1) △ 620

合　　　��計 267,375 (100.0) 264,780 (100.0) △ 2,594
（注）（　）内は構成比です。
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(3）貸出金の担保別内訳残高 （単位：百万円）

種　　　　類 令和３年度 令和４年度 増　減

貯 金 ・ 定 期 積 金 等 157 64 △ 93
有 価 証 券 8,508 9,003 495
動 産 2,543 2,256 △ 286
不 動 産 17,726 17,820 93
そ の 他 担 保 物 1,332 2,116 784

小　　　　計 30,269 31,262 992
農 業 信 用 基 金 協 会 保 証 1,521 1,639 118
そ の 他 保 証 192 126 △ 66

小　　　　計 1,713 1,766 52
信 用 235,391 231,752 △ 3,639

合　　　　計 267,375 264,780 △ 2,594

(4）債務保証の担保別内訳残高 （単位：百万円）

種　　　　類 令和３年度 令和４年度 増　減

貯 金 ・ 定 期 積 金 等 － － －
有 価 証 券 － － －
動 産 － － －
不 動 産 － － －
そ の 他 担 保 物 － － －

小　　　　計 － － －
信 用 1,089 1,211 122

合　　　　計 1,089 1,211 122

(5）貸出金の使途別内訳残高 （単位：百万円、％）

種　　　　類 令和３年度 令和４年度 増　減

設 備 資 金 20,752 (7.8) 18,786 (7.1) △ 1,966
運 転 資 金 246,622 (92.2) 245,994 (92.9) △ 628

合　　　　計 267,375 (100.0) 264,780 (100.0) △ 2,594
（注）（　）内は構成比です。

55 56

Ⅲ　事業の概況

Ⅲ

事
業
の
概
況

資
料
編



(6）貸出金の業種別残高 （単位：百万円、％）

種　　　　類 令和３年度 令和４年度 増　減

農 業 4,880 (1.8) 4,968 (1.9) 88
林 業 - (-) - (-) －
水 産 業 40 (0.0) 19 (0.0) △ 20
製 造 業 32,722 (12.2) 34,755 (13.1) 2,033
鉱 業 338 (0.1) 295 (0.1) △ 43
建 設 業 5,029 (1.9) 5,177 (2.0) 147
電 気・ガス・熱供給・水道業 8,015 (3.0) 12,773 (4.8) 4,758
運 輸 ・ 通 信 業 21,880 (8.2) 21,423 (8.1) △ 457
卸 売 ・ 小 売 ・ 飲 食 業 17,861 (6.7) 17,490 (6.6) △ 371
金 融 ・ 保 険 業 83,945 (31.4) 78,397 (29.6) △ 5,548
不 動 産 業 29,282 (11.0) 30,047 (11.3) 765
サ ー ビ ス 業 37,247 (13.9) 36,349 (13.7) △ 898
地 方 公 共 団 体 25,938 (9.7) 22,922 (8.7) △ 3,016
そ の 他 191 (0.1) 159 (0.1) △ 31

合　　　　　計 267,375 (100.0) 264,780 (100.0) △ 2,594
（注）（　）内は構成比です。

(7）主要な農業関係の貸出金残高
①営農類型別 （単位：百万円）

種　　　　類 令和３年度 令和４年度 増　減

穀 作 180 231 51

野 菜 ・ 園 芸 160 292 132

果 樹 ・ 樹 園 農 業 36 32 △ 3

工 芸 作 物 461 368 △ 92

養 豚 ・ 肉 牛 ・ 酪 農 2,982 2,870 △ 112

養 鶏 ・ 養 卵 271 335 63

養 蚕 － － －

そ の 他 農 業 992 1,523 531

農 業 関 連 団 体 等 3,658 3,599 △ 58

合　　　　　計 8,743 9,254 511
（注）１．農業関係の貸出金とは、農業者、農業法人および農業関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、農産物の生産・加工・流通に関係する事業に

必要な資金等が該当します。
　　 　　なお、上記（６）の貸出金の業種別残高の「農業」は、農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。
　　 ２．「その他農業」には、複合経営で主たる業種が明確に位置づけられない者、農業サービス業、農業所得が従となる農業者等が含まれています。
　　 ３．「農業関連団体等」には、JAや全農とその子会社等が含まれています。
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②資金種類別
〔貸出金〕 （単位：百万円）

種　　　　類 令和３年度 令和４年度 増　減

プ ロ パ ー 資 金 7,473 7,556 82
農 業 制 度 資 金 1,269 1,698 428

う ち 農 業 近 代 化 資 金 1,030 1,460 429
う ち そ の 他 制 度 資 金 239 238 △ 1
合　　　　　計 8,743 9,254 511

（注）１．プロパー資金とは、当会原資の資金を融資しているもののうち、制度資金以外のものをいいます。
　　 ２．農業制度資金には、①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、②地方公共団体が利子補給等を行うことで当会が低利で融資するもの、③日本政

策金融公庫が直接融資するものがあり、ここでは①の転貸資金と②を対象としています。
　　 ３．その他制度資金には、農業経営改善促進資金（スーパーＳ資金）や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

〔受託貸付金〕� （単位：百万円）

種　　　　類 令和３年度 令和４年度 増　減

日 本 政 策 金 融 公 庫 資 金 6,226 6,478 252
合　　　　　計 6,226 6,478 252

（注）日本政策金融公庫資金は、農業（旧農林漁業金融公庫）にかかる資金をいいます。

(8）農協法に基づく開示債権の状況および金融再生法開示債権区分に基づく保全状況 （単位：百万円）

債　権　区　分
令和３年度 令和４年度

債 権 額
保　　全　　額

債 権 額
保　　全　　額

担 保 保 証 引 当 合 計 担 保 保 証 引 当 合 計

破産更生債権および
これらに準ずる債権 207 152 0 54 207 63 44 12 6 63

危 険 債 権 5,238 189 74 4,974 5,238 4,655 287 71 4,296 4,655

要 管 理 債 権 － － － － － － － － － －

三 月 以 上
延 滞 債 権 － － － － － － － － － －

貸 出 条 件
緩 和 債 権 － － － － － － － － － －

小 計 5,446 341 75 5,029 5,446 4,719 332 84 4,302 4,719

正 常 債 権 263,104 261,377

合 計 268,551 266,096

（注）１．破産更生債権およびこれらに準ずる債権
　　　　�� 破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権をいいます。
����２．危険債権
　　　　�� 債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取りができない可能性の高

い債権をいいます。
����３．要管理債権
　　　　�� 農協法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額をいいます。
����４．三月以上延滞債権
　　　　�� 元本または利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、破産更生債権およびこれらに準ずる債権および危険債権に該当しないものを

いいます。
����５．貸出条件緩和債権
　　　　�� 債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ

た貸出金で、破産更生債権およびこれらに準ずる債権、危険債権および三月以上延滞債権に該当しないものをいいます。
����６．正常債権
　　　　�� 債務者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、１．２．４．５．に掲げる債権以外のものに区分される債権をいいます。
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（９）元本補填契約のある信託にかかる農協法に基づく開示債権の状況
　　 該当する取引はありません。

(10）貸倒引当金の期末残高および期中の増減額 （単位：百万円）

区　分
令和３年度 令和４年度

期　首
残　高

期　中
増加額

期中減少額 期　末
残　高

期　首
残　高

期　中
増加額

期中減少額 期　末
残　高目的使用 その他 目的使用 その他

一般貸倒引当金 765 847 － 765 847 847 739 － 847 739
個別貸倒引当金 5,855 5,030 640 5,214 5,030 5,030 4,303 640 4,389 4,303

合　計 6,621 5,877 640 5,980 5,877 5,877 5,043 640 5,237 5,043
（注）洗替表示となっています。

(11）貸出金償却の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

項　　　　目 令和３年度 令和４年度

貸 出 金 償 却 額 83 47
（注）貸出金償却は、個別貸倒引当金の目的使用による取崩額を相殺する前の金額です。

３．有価証券に関する指標

(1）種類別有価証券平均残高 （単位：百万円）

種　　　　類 令和３年度 令和４年度 増　減

国 債 126,305 100,916 △ 25,389
地 方 債 69,753 69,321 △ 432
政 府 保 証 債 － － －
金 融 債 － － －
短 期 社 債 27,388 21,637 △ 5,750
社 債 412,978 417,512 4,533
株 式 11,305 11,265 △ 40
外 国 証 券 51,875 56,878 5,003
受 益 証 券 55,203 48,577 △ 6,626
投 資 証 券 3,141 3,226 84

合　　　　計 757,952 729,334 △ 28,617
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(2）商品有価証券種類別平均残高
　　 該当する取引はありません。

（3）有価証券残存期間別残高 （単位：百万円）

種　類 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合  計

令和３年度
国 債 3,022 4,042 － 22,871 33,588 69,400 － 132,925
地 方 債 3,748 7,398 7,427 8,551 10,788 30,531 － 68,445
政 府 保 証 債 － － － － － － － －
金 融 債 － － － － － － － －
短 期 社 債 22,998 － － － － － － 22,998
社 債 2,402 27,910 49,934 97,906 101,125 129,147 1,701 410,128
株 式 － － － － － － 12,578 12,578
外 国 証 券 5,904 25,076 11,033 5,650 3,051 771 － 51,487
受 益 証 券 1,284 2,206 5,905 9,212 1,016 4,187 36,817 60,631
投 資 証 券 － － － － － － 4,095 4,095
合 　 　 計 39,360 66,634 74,301 144,191 149,570 234,038 55,193 763,291

令和４年度
国 債 1,002 － 13,189 17,254 15,661 32,005 － 79,113
地 方 債 3,681 7,424 7,916 8,114 12,729 26,188 － 66,054
政 府 保 証 債 － － － － － － － －
金 融 債 － － － － － － － －
短 期 社 債 － － － － － － － －
社 債 7,742 27,230 78,488 110,680 65,133 110,337 1,608 401,220
株 式 － － － － － － 13,884 13,884
外 国 証 券 14,597 18,314 21,648 4,774 1,435 － － 60,770
受 益 証 券 － 3,270 12,896 1,371 1,116 5,098 34,442 58,196
投 資 証 券 － － － － － － 3,688 3,688
合 　 　 計 27,022 56,239 134,139 142,195 96,076 173,630 53,623 682,928
　（注）金額は貸借対照表計上額によっています。
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４．有価証券の時価情報等

（1）有価証券の時価情報
　　①売買目的有価証券 （単位：百万円）

令和３年度 令和４年度

貸借対照表計上額 当年度の損益に
含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当年度の損益に

含まれた評価差額

売 買 目 的 有 価 証 券 － － － －

　　②満期保有目的の債券 （単位：百万円）

種　　類
令和３年度 令和４年度

貸借対照表
計上額 時　　価 差　　額 貸借対照表

計上額 時　　価 差　　額

時価が貸借
対照表計上
額を超える
もの

国 債 － － － － － －
地 方 債 － － － － － －
政府保証債 － － － － － －
金 融 債 － － － － － －
短 期 社 債 － － － － － －
社 債 8,237 8,572 335 7,078 7,334 255
外 国 証 券 － － － － － －
受 益 証 券 － － － － － －
投 資 証 券 － － － － － －
小 計 8,237 8,572 335 7,078 7,334 255

時価が貸借
対照表計上
額を超えな
いもの

国 債 － － － － － －
地 方 債 － － － － － －
政府保証債 － － － － － －
金 融 債 － － － － － －
短 期 社 債 － － － － － －
社 債 － － － － － －
外 国 証 券 － － － － － －
受 益 証 券 － － － － － －
投 資 証 券 － － － － － －
小 計 － － － － － －

合　　　　　　計 8,237 8,572 335 7,078 7,334 255
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　　③その他有価証券 （単位：百万円）

種　　類
令和３年度 令和４年度

貸借対照表
計上額 取得原価 差　　額 貸借対照表

計上額 取得原価 差　　額

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えるもの

株 式 5,187 3,302 1,885 8,406 5,548 2,857
債 券 255,923 247,169 8,754 89,983 83,802 6,180
国 債 115,732 109,401 6,330 48,122 43,554 4,568
地 方 債 18,795 18,222 572 5,243 4,918 324
政府保証債 － － － － － －
金 融 債 － － － － － －
短期社債 3,000 2,999 0 － － －
社 債 95,505 94,774 730 18,180 18,043 137
外国証券 22,890 21,770 1,119 18,436 17,286 1,150

受 益 証 券 45,366 31,176 14,190 36,486 24,415 12,070
投 資 証 券 3,657 2,846 810 2,927 2,446 480
小 計 310,135 284,495 25,640 137,803 116,213 21,589

貸借対照表
計上額が取
得原価を超
えないもの

株 式 7,390 8,120 △ 729 5,478 5,921 △ 442
債 券 421,824 425,411 △ 3,586 510,097 521,183 △ 11,086
国 債 17,193 17,375 △ 181 30,990 32,030 △ 1,039
地 方 債 49,649 50,244 △ 594 60,811 62,686 △ 1,874
政府保証債 － － － － － －
金 融 債 － － － － － －
短期社債 19,997 19,999 △ 1 － － －
社 債 306,386 308,980 △ 2,593 375,961 383,750 △ 7,789
外国証券 28,596 28,811 △ 214 42,334 42,716 △ 382

受 益 証 券 15,265 16,775 △ 1,510 21,710 24,095 △ 2,385
投 資 証 券 437 457 △ 20 760 854 △ 94
小 計 444,918 450,764 △ 5,846 538,046 552,054 △ 14,008

合　　　　　　計 755,054 735,260 19,794 675,850 668,268 7,581
（注）時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、

当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、減損処理（評価差額を当期の損失として処理するもの）しています。なお、減損処理額は次のとおりです。�
令和３年度　該当なし　　令和４年度　535百万円（受益証券535百万円）

（2）金銭の信託の時価情報
　　①運用目的の金銭の信託 （単位：百万円）

令和３年度 令和４年度

貸借対照表計上額 当年度の損益に
含まれた評価差額 貸借対照表計上額 当年度の損益に

含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 2,000 △ 7 2,500 ０
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　　②満期保有目的の金銭の信託 （単位：百万円）

令和３年度 令和４年度

貸借
対照表
計上額

時　価 差　額

うち時価
が貸借対
照表計上
額を超え
るもの

うち時価
が貸借対
照表計上
額を超え
ないもの

貸借
対照表
計上額

時　価 差　額

うち時価
が貸借対
照表計上
額を超え
るもの

うち時価
が貸借対
照表計上
額を超え
ないもの

満期保有目的
の金銭の信託 － － － － － － － － － －

（注）「うち時価が貸借対照表計上額を超えるもの」「うち時価が貸借対照表計上額を超えないもの」は、それぞれ「差額」の内訳です。

　　③その他の金銭の信託 （単位：百万円）

令和３年度 令和４年度

貸借
対照表
計上額

取得原価 差　額

うち貸借
対照表計
上額が取
得原価を
超えるも
の

うち貸借
対照表計
上額が取
得原価を
超えない
もの

貸借
対照表
計上額

取得原価 差　額

うち貸借
対照表計
上額が取
得原価を
超えるも
の

うち貸借
対照表計
上額が取
得原価を
超えない
もの

そ の 他 の
金銭の信託 25,796 26,228 △ 431 255 △ 687 28,108 29,506 △ 1,397 292 △ 1,690

（注）「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの」「うち貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」は、それぞれ「差額」の内訳です。

（3）デリバティブ取引等
　 （デリバティブ取引、金融等デリバティブ取引、有価証券関連店頭デリバティブ取引）

　　①金利関連取引
　　　該当する取引はありません。

　　②通貨関連取引
　　　該当する取引はありません。

　　③株式関連取引
　　　該当する取引はありません。

　　④債券関連取引
　　　該当する取引はありません。
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